
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
財政力指数：　類似団体平均は上回っているものの近年の景気低迷の影響を受け、個人市民税、法人
　　　　　　　市民税等の落ち込み及び地価の下落による固定資産税が減収している。そのため財政
　　　　　　　力指数は低下し続けている。平成17年10月に定めた構造改革数値目標を達成し、平成
　　　　　　　19年度に収支均衡の実現を図り、財政の健全化に努める。
経常収支比率：経常一般財源が減少している上、震災復興事業等にかかる公債費が多額であることや
　　　　　　　扶助費の増加等により類似団体平均を上回っている。今後は、投資的経費の圧縮、総
　　　　　　　人件費の抑制、その他の歳出の削減により財政構造の弾力性の回復に努める。
起債制限比率：震災復興事業等にかかる公債費が多額であるため類似団体平均を上回っている。その
　　　　　　　対策として、投資的経費の圧縮と公債費負担適正化計画の策定により公債費の圧縮を
　　　　　　　図っている。今後も引き続き公債費の圧縮に取り組み、公債費負担の健全化に努める。
人口１人当たり：震災復興事業等にかかる地方債の発行が多額であるため類似団体平均を上回ってお
地方債現在高　り、震災前の平成5年度と比べて約1.6倍になっている。今後とも投資的経費の圧縮や
　　　　　　　施策の「選択と集中」により新規発行債の圧縮に努める。
ﾗｽﾊﾟｲﾚｽ指数：　定期昇給１２ヶ月延伸の実施により、類似７都市中で２位と低水準にある。今後も
　　　　　　　給与（給料水準及び各種手当）の適正化を図り、一層の給与費削減に努める。
人口1,000人当： 教育等の部門の職員数が多いため類似団体平均を上回っている。定員管理の適正化
たり職員数　　を推進するため、平成16年4月1日から平成22年4月1日までの６年間を計画期間とする
　　　　　　　定員適正化計画を策定した。計画の目標値は、企業会計職員を除く平成16年4月1日現
　　　　　　　在職員数1,671人の10％に当たる167人を削減して、1,504人とするものである。


